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【法律】 【政令・省令】 【国通知】 【沖縄県】
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4※幼児教育・保育の無償化

※認可外保育施設の定
義、届出等の義務化

認可外保育施設に関する法令関係図



児童福祉法施行規則

第一章 総則
第１条〔児童の権利〕
第２条〔国民等の責務〕
第３条〔福祉保障の原理〕

第一節 国及び地方公共団体の責務
第二節 定義

第６条の３〔事業〕
〃 第９項（家庭的保育事業）
〃 第10項（小規模保育事業）
〃 第11項（居宅訪問型保育事業）
〃 第12項（事業所内保育事業）

第三章 事業、養育里親及び養子縁組里親並びに施設
第39条〔保育所〕

第七章 雑則
第59条〔立入調査〕
第59条の2〔認可外保育施設の届出〕
第59条の2の2〔サービス内容の掲示等〕
第59条の2の3〔契約内容等の説明〕
第59条の2の4〔契約時の書面交付〕
第59条の2の5〔報告等〕
第59条の2の6〔市町村長への協力要請〕

第八章 罰則
第61条の4（事業停止又は施設閉鎖命令違反）
第62条第2項第6号（報告違反等）
第62条の5〔過料〕（設置等届出違反）

第四章
第49条〔証票の様式〕
第49条の2〔内閣府令で定める施設〕
第49条の3〔認可外保育施設の届出〕
第49条の4〔届出事項の変更〕
第49条の5〔サービス内容の提示等〕
第49条の6〔契約時の書面交付〕
第49条の7〔報告〕
第49条の7の2〔認可外保育施設の事故防止〕

認可外保育施設指導監督指針

児童福祉法

第１ 総則
第２ 通常の指導監督
第３ 問題を有すると認められる場合の指導監督
第４ 事業停止命令又は施設閉鎖命令
第５ 緊急時の対応
第６ 情報提供
第７ 雑則

第１ 保育に従事する者の数及び資格
第２ 保育室等の構造、設備及び面積
第３ 非常災害に対する措置
第４ 保育室を２階以上に設ける場合の条件
第５ 保育内容
第６ 給食
第７ 健康管理・安全確保
第８ 利用者への情報提供
第９ 備える帳簿等

児童福祉法における認可外保育施設関連の規定

認可外保育施設指導監督基準
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指導監督基準について

児童福祉法の一部改正（昭和56年６月15日法律第87号）

いわゆるベビーホテル等の無認可の児童福祉施設の中には安全面等について問題のあるものがみられる
ことから、これらに対する規制を強化するため、無認可の児童福祉施設に対する厚生大臣及び都道府県知
事の報告徴収及び立入調査の権限を設ける等児童福祉法の規定の整備を行った。

より効果的な指導監督の実施

認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成13年３月29日付雇児発
第177号）（通知）→「認可外保育施設指導監督の指針」「指導監督基準」の策定

【この指針の目的及び趣旨】

• この指針は、児童福祉法（以下「法」とい。）等に基づき、認可外保育施設について、
適正な保育内容及び保育環境が確保されているか否かを確認し、改善指導、改善勧告、公
表、事業停止命令、施設閉鎖命令等を行う際の手順、留意点等を定めるものであること。

• なお、本指針は、児童の安全確保等の観点から、劣悪な施設を排除するためのものであ
り、別添の認可外保育施設指導監督基準を満たす認可外保育施設についても児童福祉施設
の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）及び家庭的保育事業等の設備及
び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第61号）を満たすことが望ましいものである
こと。

【指導監督基準】
• 第１「保育に従事する者の数及び資格」、第２「保育室等の構造設備及び面積」、第３「非常災害に対する措

置」、第４「保育室を２階以上に設ける場合の条件」、第５「保育内容」、第６「給食」、第７「健康管理及び
安全確保」、第８「利用者への情報提供」、第９「備える帳簿」 6

第１ 総則
１ 目的
２ 認可外保育施設の定義
３ 指導監督基準
４ 認可外保育施設の把握、届出及び事前指導等

第２ 通常の指導監督
１ 通則
２ 報告徴収
３ 立入調査

第３ 問題を有すると認められる場合の指導監督
１ 通則
２ 改善指導
３ 改善勧告
４ 事業停止命令又は施設閉鎖命令

第４ 情報提供
１ 市町村長等に対する情報提供
２ 県民への情報提供
３ 認可外保育施設制度の周知
４ 認可外保育施設が行う情報提供

第５ 雑則
１ 認可外保育施設指導監督実施要領の制定
２ 市町村長の協力

１ 保育に従事する者の数及び資格
・保育従事者数の配置及び保有資格者数

２ 保育室等の構造、設備及び面積
３ 非常災害に対する措置

・非常災害に必要な設備
・非常災害に対する具体的計画の策定
・定期的な訓練の実施

４ 保育室を２階以上に設ける場合の条件
５ 保育内容

・保育の内容
・保育従事者の保育姿勢
・保護者との連絡等

６ 給食
・衛生管理の状況
・食事内容等の状況

７ 健康管理・安全確保
・児童の健康状態の観察、発育チェック
・児童、職員の健康診断
・医薬品等の整備
・感染症への対応
・乳幼児突然死症候群に対する注意
・安全確保

８ 利用者への情報提供
・サービス内容の掲示、公表
・利用者への契約内容等の説明
・指導監督基準を満たす証明書の掲示

９ 備える帳簿等
・職員、児童、施設に関する書類

沖縄県認可外保育施設指導監督要綱 沖縄県認可外保育施設指導監督基準

（メモ）
国の基準をより
具体化したもの
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形態（利用定員等）施設区分

利用定員20人以上保育所
（法39条第1項）

利用定員５人以下家庭的保育事業
（法第39条の３第９項）

利用定員６人以上19人以下小規模保育事業
（法第39条の３第10項）

いわゆるベビーシッター居宅訪問型保育事業
（法第39条の３第11項）

企業が設置する保育所事業所内保育事業
（法第39条の３第12項）

認可外保育施設「設置届出」等の必要な施設

右の施設において、
児童福祉法第34条の
15第2項等の「認
可」を受けていない
施設は、認可外保育
施設の設置（変更・
休止・廃止）届出が
必要になる。

〔企業主導型保育事業〕

【へき地
診療所】
・公的機
関が設置
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〔届出が不要な場合〕
・店舗等で販売の間に
顧客の乳幼児の預かり
・親族間の預かり合い
※ただし、都道府県の指
導監督の対象となります。



認可外保育施設に関する届出・報告・指導監督等

届
出

設置届出（再開含む）

変更届出（随時）

休止届出（随時）

廃止届出

報
告

運営状況報告（年１回）

事故報告（随時）

その他報告（随時）

指
導
監
督
等

立入調査（通常・特別・巡回）

行政指導（改善指導・改善勧告・公表）

行政処分（事業停止又は施設閉鎖命令）

罰則（罰金、過料）

（事業者は利用者向けサービス提供内容等を情報提供）

そ
の
他

研修会（施設管理者、職員研修向け研修）

集団指導（居宅訪問型保育事業者向け）

情報提供（制度周知）

補助金等（認可化移行支援等） 9※上記区分はわかりやすくするため指導監督基準と異なる区分けとなって
おります。

２立入調査について
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立入調査について

児童福祉法に基づく、認可外保育施設に対
する指導監督の一環

もって認可外保育施設に入所している児童
の福祉の向上を図ることを目的とする。

（児童福祉法第59条第１項）
都道府県知事は、児童の福祉のため必要があると認めるときは、（略）第36条

から第44条まで（第39条の２を除く。）に規定する業務を目的とする施設であっ
て（略）認可を受けていないもの（略）については、その施設の設置者若しくは
管理者に対し、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員をして、その事務
所若しくは施設に立ち入り、その施設の設備若しくは運営について必要
な調査若しくは質問をさせることができる。この場合においては、その身
分を証明する証票を携帯させなければならない。

立入調査の根拠
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指導監督の種類について

① 立入調査（通常）
② 巡回訪問
③ 特別立入調査
④ 運営状況報告（年１回提出の義務）
⑤ 臨時報告（事故等が発生した場合）

※③は、死亡事故等の重大な事故や児童の生命・心身・財産に重大
な被害が生じるおそれが認められる場合、又は利用者から苦情や相
談が寄せられている場合等で、児童の処遇上の観点から施設に問題
があると認められる場合に実施します。

なお、②及び③については、事前通告なく、実施ができることに
なっています。

12
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１
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書
の
作
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５

•改
善
状
況
の
確
認

立入調査（通常）の主な流れ

※2週間から1月前に通知

立入調査の流れ等

書類担当、設備担当の二手に分かれ、調査を実施

○書類担当は、事前に準備して頂いた関係書類を確認
○設備担当は、保育室、調理室、トイレ、園庭など子
どもが関わる全ての設備を確認

○必要に応じて面積を実測
（注）施設内レイアウト変更等を行った場合、保育室面積が増減している可能性

→ 在籍児童に見合う基準面積が確保されているか、実測し、要確認
→ 面積の変更があった場合、１ヶ月以内に変更届を提出

認可外保育施設が正当な理由なく立入調査を拒み、
妨げ、忌避した場合など、罰則規定（30万円以下の罰
金）があります。また、忌避等した場合、公表するこ
とがあります。

施設の職員に聞き取りをしながら、各種必要な書類は適切に保管・管理されているか、設備に不備はない
か、保育士が適切に配置されているか、子どもたちへの接し方などを実際に目で見てチェック
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【一口メモ】
立入調査の際、立入調査員は「証

票」を携帯してます。

令和６年度立入調査結果（施設型）
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指摘施設項目

47施設安全確保

29施設乳幼児帳簿

22施設有資格者数

16施設児童検診

14施設避難訓練

13施設職員の健康診断

10施設消防計画

166
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○立入調査の指摘状況（指摘件数毎） 【一口メモ】
・令和６年度に立入調査を実施
した施設は234施設（那覇市・宮古島市
除く）

・指摘０の事業所は約７割。
・10件を超える指摘がある事業
所がある
・指摘事項の最も多い項目は、
安全確保で、次に、乳幼児帳簿、
有資格者数、児童検診、避難訓
練などが続く。

○主な指摘事項
指摘施設項目

10施設保育姿勢

10施設発育チェック

８施設食事内容

７施設書面交付

７施設契約内容等説明

６施設保育従事者数

６施設一人時間帯

指摘施設項目

5施設月極乳幼児数

５施設保育施設面積

３施設２階以上

３施設耐火、避難設備

３施設保育内容

３施設感染症

３施設サービス掲示
15

指摘の内容指摘件数項目

・安全計画の策定（マニュアル）が不十分
・施設の安全対策（転倒・落下防止）が不十分

47施設安全確保

・契約書、入所時健康診断、年2回の健康診断、発育記録が
保管されていない

29施設乳幼児帳簿

・資格保有者の不足22施設有資格者数

・年2回の健康診断が確認できない16施設児童検診

・避難訓練（月１回）、災害等訓練（年１回以上）が確認
できない

14施設避難訓練

・職員の健康診断結果が確認できない13施設職員の健康診断

・消防計画が確認できない10施設消防計画

・園外研修が確認できない10施設保育姿勢

・発育記録が保管されていない10施設発育チェック

立入調査結果（施設型）つづき
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○主な指摘事項の内容



指摘の内容指摘件数項目

・救命処置実技講習の未受講
・安全計画の策定（マニュアル）が不十分

15件安全確保

・職員の健康診断結果が確認できない
・調理するもの検便が確認できない

６件職員の健康診断

・サービス内容提示が確認できない
・提示内容が不十分

５件サービス提示

・園外研修が確認できない
・保育にあたっての基本姿勢に関するマニュアルの未作成

３件保育姿勢

令和６年度立入調査結果（居宅訪問型）
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【一口メモ】
・令和６年度に立入調査を実施
した居宅訪問型事業所は41施設
（那覇市・宮古島市除く）

・指摘０の事業所は約半数で、
多数の指摘を受けている事業所
あり
・指摘事項の最も多い項目は、
安全確保、次点で職員の健康診
断、サービス提示

○主な指摘事項

○立入調査の指摘状況（指摘件数毎）

「安全計画」の具体的なイメージ

安全確保に関する取組を計画的に実施するため、各年度において、当
該年度が始まる前に、施設の設備等の安全点検や、園外活動等を含む認
可外保育施設での活動、取組等における職員や児童に対する安全確保の
ための指導、職員への各種訓練や研修等の児童の安全確保に関する取組
についての年間スケジュール（安全計画）を定めること。

ア 施設の設備の安全点検、職員、児童等に対する施設外での活動、取組等を含
めた施設での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及
び訓練その他施設における安全に関する事項についての計画（以下「安全計画
」という。）を策定し、当該安全計画に従い、児童の安全確保に配慮した保育
を実施すること。

イ 職員に対し、安全計画について周知するとともに、安全計画に定める研修及
び訓練を定期的に実施すること。

ウ 保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知すること。
エ～ケ （略）

安全確保
（指導監督基準 第７（８））
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施設の設備等（備品、遊具、防火設備、避難経路等）や、散歩コース・
公園など定期的に利用する場所について、定期的な点検が実施されている
か。

点検結果は、チェックリストなどに記録して、対応が必要な箇所がある
場合には、改善を図ることが重要

児童の動きを常に把握するための役割分担を構築。特
に、重大事故が発生しやすい場面 （午睡、食事、プー
ル・水遊び、園外活動 、バス送迎 ）での職員が気をつ
けるべき点、役割分担を明確にすること。

緊急的な対応が必要な場面（災害、不審者の侵入、火
事（ 119 番通報））を想定した役割分担を整理すること。

児童の安全確保について、マニュアル により可視化
して、全職員と共有を図ること。

立入調査で確認する主な内容（安全計画関連）
当該年度の計画が策定されているか。
安全計画に基づく取組が実施されているか。

19 20



21 22
Ⅱ.安全計画の策定、児童の所在確認等を規定

23

玄関口の柵

• 玄関口の囲障
• 園児の飛び出

し防止等のた
め、柵を設置

安全確保、安全対策（事例）

24



窓の柵の設置
• ２階に設置された窓
• 園児が窓を開け、落下する危

険性がある

• 転落防止柵を設置
• 園児の頭が入らない程の幅の

柵を設置

25

消火器の固定

• 棚の上に消火器を設置
（未固定）

• 揺れ、衝撃の際、落下し
事故に繋がる危険性があ
る

• 専用の設置箱を設置
• 消火器の使用を妨げず、

固定されている

26

保育材料等の落下防止対策

• 地震時に本などが落下しない
よう、安全対策を実施

• ベルトタイプで中央が取り外
しできるよう工夫

• 地震時など本などが落下しな
いよう、安全対策を実施

• 滑り落ちないよう、立ち上げ
を設置

27

• 園庭の室外機
に囲障を設置

• 園児の侵入が
困難であり、
園庭利用時の
安全性に配慮
がされている

危険物への囲障

28



• 空気清浄機の転倒や、電源プラグへの接触等による事故を防止
するため、囲いを設置

• 転倒防止については、ベルト等による固定も考えられるが、賃
貸等の理由により壁面へ穴を開けることに支障がある場合の工
夫事例

設置物の転倒防止等

29

乳幼児帳簿（在籍乳幼児に関する書類等の整備）

（指導監督基準 第９（２））
「在籍乳幼児に関する帳簿等の整備」

•在籍乳幼児及び保護者の氏名、乳幼児の生年月
日及び健康状態、保護者の連絡先、乳幼児の在
籍記録並びに契約内容等が確認できる書類があ
るか。

30

乳幼児帳簿に関する指摘

・・・・・・・・
・・・・・・・・

アレルギー指示書

定期健診

入所前健診

家庭調査票

契約書

入所申込

うさぎ組

県庁 太郎

（例）入所時健診の実施が確認できなかった

指導監督基準「乳幼児の健康診断」
にて指摘

指導監督基準「在籍乳幼児に関する
帳簿等の整備」にて指摘

31

乳幼児帳簿に関する指摘（主な内容）

① 児童の健康診断（入所時、年２回）の
実施 27件

② 発育チェック ８件
③ 契約書関連 ８件

等

32



乳幼児ごとの書類管理（ご参考）

立入調査の結果、乳幼児
の帳簿で指摘がない又は
少ない施設は、書類を乳
幼児毎に管理している傾
向

日頃の書類確認、入所
時・退所時の管理がしや
すい

・・・・・・・・
・・・・・・・・

アレルギー指示書

定期健診

入所前健診

家庭調査票

契約書

入所申込

うさぎ組

県庁 太郎

33

有資格者数（保育に従事する者の数及び資格）

（指導監督基準 第１（1））

（１日に保育する乳幼児の数が６人以上の施設）
• 保育に従事する者のおおむね３分の１以上は、保育士又は看護
師（准看護師含む）の資格を有するものであること。

（１日に保育する乳幼児の数が５人以下の施設）
• 保育に従事する者のうち１人は、保育士、看護師または家庭的
保育研修修了者であること。

（ベビーシッター）
• 保育士、看護師または都道府県知事若しくは指定都市、中核市
若しくは児童相談所設置市の市長が行う保育に従事する者に関す
る研修を修了した者であること。

34

（参考）沖縄県 外国人乳幼児が多い認可外保育施設の特例

指導監督基準上、認可外保育施設において保育に従事する者の３分の１以上は日本
の保育士等の資格を保有していなければならないが、外国人乳幼児が多い認可外保育
施設では基準を満たすことが難しい状況である。

そのため、沖縄県北谷町内の外国人乳幼児が多い認可外保育施設については、日本
の保育士等の資格保有者の割合が３分の１未満であっても、外国の保育資格を有する
者を配置するなど一定の要件を満たした場合、指導監督基準上の保育従事者の数及び
資格の要件に適合したものとみなす。

北谷町には、嘉手納飛行場、キャンプ桑江、キャンプ瑞慶覧及び陸軍貯油施設の４
つの米軍関係施設があるため、多くの外国人が居住し、外国人乳幼児も多い地域と
なっている。

外国人乳幼児が多い認可外保育施設では、主な使用言語が外国語であるため、外国
語を話せる人を雇う必要がある。

日本の保育士資格を保有し、かつ、外国語が話せる人を雇うことは難しい。

現状・課題

事業概要

保育施設は、乳幼児と同じ言語を話せる保育従事者を積極的に採用することができ、
保育従事者と乳幼児の間で、円滑にコミュニケーションをとりながら保育することが
できる。

また、指導監督基準を満たすことで令和６年１０月以降も無償化対象施設となる。

効果

ちゃたんちょう

北谷町

乳幼児の処遇向上及び保育の質の向上 35

児童健診（乳幼児の健康診断）

（指導監督基準 第７（３））
乳幼児の健康診断

• 乳幼児の健康状態の確認のため、入所児の健康診断は
なるべく入所決定前に実施し、未実施の場合は入所後
直ちに行っているか。

• １年に２回の健康診断が実施されているか。（おおむ
ね６月毎に実施）

• 入所後の児童の体質、かかりつけ医の確認、緊急時に
備えた保育施設付近の病院関係の一覧を作成し、全て
の保育従事者への周知が行われているか。 等
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学校保健法の規定に準じた児童健診

入所時の健診
・原則、入所決定前に実施、未実施の場合は入所後直ちに実施。
・保護者が健診結果を提出した場合は実施したとみなされる。
・入所前の健診結果は３ヶ月以内のものであること。

※入所日から遡って３ヶ月以内に受診した記録のある母子健康手帳（写し）の提出も可

年２回（概ね６ヶ月に一度）の健診
・施設の集団健診を受けられなかった児童は、別日の実施、
保護者が実施しその写しの提供を受けるなどし、年２回の
健診を実施すること。

健診結果の保管

児童健診（乳幼児の健康診断）

37

避難訓練

（指導監督基準 第３（１））
避難訓練の実施

•年間計画をたて、訓練が毎月定期的に行われて
いるか。
※ 訓練内容は、消火活動、通報連絡及び避
難誘導等の実地訓練を原則とする。

火災（避難消火等） → 毎月
地震、水害、不審者対応 → 各年１回以上

38

職員の健康診断

（指導監督基準 第７（４））
職員の健康診断

•職員の健康診断を採用時及び１年に１回実施し
ているか。

•調理に携わる職員には、おおむね月１回検便を
実施すること。 等

（注）調理の工程を要するおやつ
を用意する職員も含む

39
• 労働安全衛生規則上、11の健診項目が規定
• 立入調査において、採用時及び年１回の受診状況を確認

職員の健康診断

40



保育室の面積

（指導監督基準 第２（１））
保育室の面積

•月極契約児童数についての１人当たりの面積
（おおむね１．６５㎡）が不足していないか。

•総児童数についての１人当たりの面積（おおむ
ね１．６５㎡）が不足していないか。

41

Ａ 室内面積
５．５８×９．９７＝５５．６３
３．８７×１．１０＝４．２５
計 ５９．８８

Ｂ 差引箇所面積
（玄関）１．８１×１．５＝２．７１
（机）１．１０×０．６６＝０．７２
（ロッカー）３．６２×０．３1＝１．１２
（柱）０．４５×０．２５＝０．１１
計 ４．６６

Ｃ 有効面積（Ａ － Ｂ）
５９．８８－４．６６＝５５．２２㎡

Ｄ 定員（Ｃ÷１．６５）
５５．２２㎡ ÷１．６５＝３３．４６

定員３３名

保育室の面積の算出例
• 乳幼児１人あたり１.６５㎡
• 実際に乳幼児が使用できる面積
• 棚（棚同様に使用している可動式ロッカー含む）、柱等除く

1.5

玄　関 保育室

０．２５

1．10

0．66

０．４５

１．８１

非常口

９．９７

５．５８

３．６２

3.87

０．３１
柱

ロッカー

机

1．10

1.65㎡/人
ロッカー(可動式含む)

玄関

柱

柱
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立入調査（通常）の主な流れ

※改善指摘から
１か月以内に作
成・報告

改善報告書の作成・提出

指摘事項に対し、各施設が改善状況を報告する書類
立入調査後、
･指摘事項が記載された改善報告書を県から施設へ郵送
施設は概ね１ヶ月内に改善報告書を作成、報告
提出期限が守られていない場合
新すこやか保育事業（給食費、健康診断費、検便費、

保険料の補助事業等）、認可外保育施設研修事業（30万
円の保育材料費補助事業）等が対象外
基準の遵守の状況が確認できない場合、証明書の交付を
受けている施設は証明書の返還

44



改善状況記載の留意点

指摘された事項に対して「改善した結果」を報告

「改善した結果」については、明瞭かつ具体的に記載
し、改善結果が分かる資料（現場写真や書類等）を添
付

改善に期間を要する事項で、提出期限までに改善でき
ないものについては、「具体的な期限」を示した上で
「改善計画」を記載

45

実際の改善報告例①
基準
（４）職員の健康診断、a 職員の健康診断を採用時
及び１年に１回実施しているか。
指導事項
立入調査時、年１回の健康診断（1名分）が確認出来
ませんでした。また、1名のＸ線検査の確認が出来ま
せんでした。
①職員の健康診断を採用時及び年１回実施すること。
②結果を園で保管すること。
改善の状況
「健康診断を実施しました。診断書の写しを添付し
ます。」

46

実際の改善報告例②
基準
(８)安全確保 ａ 乳幼児の安全確保に配慮した保育
の実施を行うこと。
指導事項
下記は、乳幼児に危険がないよう安全対策又は、

転倒・落下防止等の対策を行うこと。
玄関の脚立の片付け
保育室の棚の転倒防止対策

改善の状況
玄関の脚立撤去（写真4）
保育室の棚に転倒防止用の固定器具を設置（写真6）

47 48
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指導監督基準を全て満たしている場合

基準を満たしている旨の証明書を発行
証明書は施設内に掲示

保育利用料に係る消費税の非課税措置

49

【書類関係】

適 否

①在籍園児数に対し必要な人数が配置されているか。 □ □

②総乳幼児数に対し必要な人数が配置されているか。
　(一時預かり･幼稚園児午後預かり・学童含む)

□ □

③開所時間において、常時、保育従事者が複数(２名以上)配置されているか。 □ □

①保育に従事する有資格者の数(保育に従事する者の３分の１以上)が確保されて
　いるか。

□ □

②総乳幼児数に対し必要な有資格者の数が確保されているか。 □ □

③開所時間において、常時必要な有資格者が確保されているか。 □ □

３ 保育士の名称
①保育士でないものを保育士、保父等これに紛らわしい名称で使用して
　いないか。※サービス掲示・資格証の確認

□ □

保育従事者

有資格者

立入調査「事前確認」チェックシート（その１）

施設名（　　　　　　　　　　　　　　）

ﾁｪｯｸ欄
確認事項項目

１

２

日頃から自園の状況を
チェックしましょう。

チェックシートの活用

50

チェックシートの活用

51

チェックシート
保存場所

日頃から自園の状況を
チェックしましょう。

立入調査終了後の指導監督基準の遵守

立入調査終了後も、改善状況の確認、関係
者からの苦情や相談の連絡、従事者不足が疑わ
れる場合など、必要に応じ訪問

立入調査後も、指導監督基準の遵守が必要

52



３ おしらせ

53

① 届出書類の押印省略
② 「職員配置確認監査（立入）」の実施
③ 県独自補助事業の周知
④ 外国人乳幼児の健康診断実施医療機関
⑤ 事故報告
⑥ 給食費実費徴収の徹底
⑦ 認可外保育施設における無償化要件

指導監督要綱の一部改正（R7.2.29）

設置・変更・休止・廃止等の届出書類の押印
省略（不要）

提出方法の柔軟化（メールでの提出や電子申
請（運営状況報告など）での受付の拡充）

54

届出書類の押印省略
県に提出する設置届出等について、事業者の押印は不要になりま

した。
また、県が送付する文書も、原則、公印の押印を省略します。

（例）立入調査通知書など

55

「職員配置確認監査（立入）」の実施

不
正
事
案
の
発
覚 ・一部の施設

において、年
齢別配置基準
不適合、虚偽
報告、帳簿改
ざん等の不正
事項の発覚

現
行

手
法
の
課
題 年齢別配置基

準に従った保
育従事者の配
置の確認方法
の手法見直し
の必要性

対
応
策 事前通告なし、

県、市町村等
関係団体によ
る一斉同時の
立入調査を実
施

児
童

の
福
祉
の
向
上 ・保育内容及

び保育環境の
確保

・コンプライ
アンス体制の
確保、法令順
守意識を高め
る

同一法人で監査権限の異なる複数の保育所等を広域に運営し
ている施設に対して、「事前通告なし」による同一日時に一斉
に「職員配置確認監査（立入）」を実施します。

ご理解とご協力をお願いします。

A法人

（認可）

A保育園

（認可小規模）

B保育園

（認可外）

C保育園

（認可外企業主導型）

D保育園

「職員配置確認監査（立入）」のイメージ

同一日時に一斉監査（立入調査）

監査権者
【沖縄県】

監査権者
【沖縄県】
【受託会社】

監査権者
【沖縄県】

監査権者
【市町村】

56



認可外保育施設保育サービス向上事業（沖縄県独自補助メニュー）

沖縄県 市町村 認可外保育施設
申
請

補
助

申
請

補
助【補助金の流れ】

【補助金の目的】

① 認可外保育施設入所児童の処遇向上及び保育の質の向上を図る。
② 認可外保育施設に対して適正な保育環境の整備を支援することにより、
指導監督基準（国）の達成、利用児童の安全確保を図る。
③ 認可外保育施設が認可化移行（認可保育所、幼保連携認定こども園、
小規模保育事業）を支援することにより、保育の提供体制の整備及び入所
児童の処遇向上を図る。

市町村経由で事業者の
皆様へ（間接補助）

【補助金メニュー】

入所児童の処遇向上

•新すこやか保育事
業

認可外保育施設

の質の向上

•指導監督基準達成、
継続支援事業

•認可外保育施設研
修事業

認可化移行支援

•運営費支援事業

•施設改善費支援事
業

57※予算の都合により、受給できない場合があります。

認可外保育施設保育サービス向上事業の補助概要
【新すこやか保育事業】
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基準額補助内容

① 内科検診：児童一人あたり1,000円×実施回数（年２回まで）
② 歯科検診：児童一人あたり750円（年１回まで）

① 入所児童の健康診
断費の助成

① 児童一人当たり単価*×実施日数（月24日以内）×係数
*単価 0歳児（下限57円～上限99円）、1歳児以上（下限177円～上限
262円）（実支出額が児童一人当たり57円を下回る場合は支給しな
い。）
② 住民税非課税世帯等減免額

② 入所児童の給食費

調理員一人当たり1,500円×実施回数③ 調理員の検便費

児童一人当たり300円④ 入所児童の賠償責
任保険料

児童一人当たり66,500円×月数⑤ 障がい児保育加配
に係る人件費

認可外保育施設保育サービス向上事業の補助概要
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事例基準額補助内容

＜保育材料費＞
・掃除機、幼児用教材、運動用具、画用紙、
幼児用トレーニング便座、散歩用カート、
プリンター、電子レンジなど
＜安全確保経費＞
・家具転倒防止器具、手すり・ロッカー修
繕、エアコン交換、脱走防止柵、AED

・１施設130,000円
※ただし、安全確保経費
を含む場合は300,000円

①保育用具等購入費・施
設修繕費助成
・保育材料等環境整備
（修繕を含む）に要する
経費

事例基準額補助内容
・園庭フェンス取替工事、火災受信機取替
工事、園庭の整地・排水工事など

１施設3,000,000円①施設改修費等助成
・指導監督基準に基づく
適正な保育環境を確保す
るために必要な施設改修
や、移転に要する経費

【指導監督基準達成・継続支援事業】

【認可外保育施設研修事業】

認可外保育施設保育サービス向上事業の補助概要
【認可化移行支援事業】

60

基準額補助内容

所定単価児童一人当たり〇円
※所定単価は児童年齢と保育資格者数によって異
なる。

① 運営費助成
・認可保育所、幼保連携型認定こども園又
は小規模保育事業に移行するまでの認可外
保育施設の運営に要する経費

① 50,000,000円
② 保育所等開設準備費（事業開始年度の保育所
運営費負担金における３歳児の保育単価月額の２
分の１の金額×開設保育所等定員数（保育が必要
な児童の定員数のみ）
※ただし、別の補助金等により補助対象となる費
用を除く

② 施設改善費助成（認可保育所等）
・認可保育所又は幼保連携型認定こども園
に移行するために必要な施設改善に要する
経費

１施設当たり27,000,000円
③ 施設改善費助成（小規模保育事業）
・小規模保育事業に移行するために必要な
施設改善に要する経費



補助事業により取得した財産管理の徹底について

原則

処分する
場合

例外

「補助事業等により取得又は効用を増加させた不動産、
設備その他の財産（取得価格および効用の増加価格が単価
50万円未満のものを除く。）を補助金等の目的に反して
「使用」、「譲り渡し」、「貸付」等（以下「処分」とい
う）してはならない。」とされています。
＜適正化法第22条、適正化法施行令第13条、交付要綱第20
条＞

やむを得ない理由により処分する必要がある場合は、事
前に各省庁の長の承認を受ける必要があります。
＜適正化法第22条、適正化法施行令第13条、交付要綱第20
条＞

ただし、「財産処分制限期間」を超過している場合は、
財産処分の承認を受ける必要はありません。
＜適正化法第14条第１項第２項＞

どうしても処分が必要な場合は、事前にご相談ください。
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外国人乳幼児の健康診断実施機関
県では、県医師会と連携し、外国人乳幼児の健康診断実施医

療機関一覧（調査時点：令和７年２月時点）を取りまとめましたので、
参考にしてください。

⑤FAX④TEL③住所①医療機関名市町村№

0980-54-30110980-53-4833名護市大西2-4-32儀保小児科内科医院名護市1

0980-53-33860980-53-3366名護市大東2－23－30 名護療育医療ｾﾝﾀｰ附属
育ちのクリニック名護市2

098-921-2210098-921-2121沖縄市古謝2－19－6 あさとこどもクリニッ
ク沖縄市3

098-939-0156098-939-5114沖縄市高原5－15－11 愛聖クリニック沖縄市4

098-989-5602098-989-5601沖縄市山里1－1－2 ﾊﾟｰﾁｪ
山里301

じねんこどもクリニッ
ク沖縄市5

098-956-9560098-956-1151読谷村字都屋167 読谷村診療所読谷村6

※ご利用にあたっては、医療機関へ事前相談するなど適宜ご対応をお願いします。
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事故報告について

事故発生

第１報

第２報

・当日又は翌日までに報告
・軽度な事故除く（軽微な打撲、擦り傷等）

・１か月以内に報告
・重大な事故とは、死亡事故や治療が30日以上
要する負傷等

（重大事故の場合のみ）

【一口メモ】

・市町村経由で報告

・様式は県ＨＰに掲載

・初期対応

給食費実費徴収の徹底について
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内閣府資料幼児教育・保育の無償化

65

認可外保育施設における無償化の要件

① 設置届が出されていること
② 指導監督基準を全て満たし、その旨の証

明書の交付を受けていること（ただし、
５年間の経過措置あり）

令和６年10月以降は、指導監督基準を満た
す施設に限られ、指導監督基準を満たさない
施設は、無償化の対象外となります。
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保育施設の運営は、子どもの命を預かる
大変責任の重い仕事です。

本日説明した指導監督基準は、
安全確保等の観点から定められたものであり、
施設の責任において遵守する必要があります。

施設の皆様におかれましては、
基準の遵守にとどまらず、
常に運営状況の見直しや正しい情報の収集に努め、
保育環境の改善を図って頂くようお願いします
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おしまい

沖縄県子育て支援課ＨＰ
認可外保育施設関係

こども家庭庁ＨＰ
認可外保育施設関係

５月は「春のこどもまんなか月間」です!

末尾


